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〈日 本 株〉

｢責任ある積極財政元年｣となる27年度予算の
概算要求総額は過去最大の130兆円超になる見
通し。高市政権が予算編成を抜本的に見直し、成
長投資の推進や期初時点で必要な予算を盛り込み、
要求金額の上限を撤廃した影響が大きい。民間の
成長投資への後押しが期待される一方で、財源確
保や金利上昇による国債費増加も懸念される。
株式市場では4-6月期決算で好業績が確認され
た企業も含めて物色が広がり、TOPIXは最高値
を更新した。世界的な物価高や日米協調の円買い
介入から、9月の日銀利上げ見通しは高まってい
る。9月後半に予想される臨時国会では、拡大し
た予算や食品消費税減税案に対し、財源問題が警
戒されやすい。金利、為替などマクロ環境を意識
しつつ、成長分野の企業が選好されよう。
データセンター投資が米国を中心に引き続き
活発化している。日本でも投資影響を受ける半導
体や同製造装置、機械、部品、素材など関連企業
の業績は堅調に推移しよう。 (大部 8/26)

金利や為替を意識しつつも、成長投資分野を見直し

8月の銘柄・業種別騰落率（7/31-8/25）日銀利上げペース加速は警戒 

9月の展望
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◇9月に権利確定日のある好配当利回り銘柄
（選択条件）
・TOPIX採用銘柄の9月と3月の決算期企業。
・3月本決算企業のうち、9月中間期無配を除く。
・自己資本比率40％以上（金融を除く)。
・時価総額2000億円以上。
・売買代金25日平均5億円以上。
・予想配当は会社発表。予想配当利回りの高い順。

数値は26年8月25日時点

（出所） Bloombergより内藤証券作成
（注）円谷フィールズ︓特別配当70円（中間70円）を含む。
　　　アリアケジャパン︓記念配当120円（期末120円）を含む。
　　　伯東︓分割考慮前（10月1日株式分割予定 1株→3株）。
　　　愛知製鋼︓特別配当78円（中間39円・期末39円）を含む。
　　　NOK︓10月1日にイーグル工業と経営統合予定。

9月期と3月期の好配当利回り銘柄銘柄
スクリーニング



Report 2026 September○4

Report 2026.9

特 集

　27.3期1Q(4-6月)と26.12期上期(1-6月)の
決算が出揃った(図表1、2)。
　米国とイランの軍事的緊張でホルムズ海峡経由
の石油輸出が減少し、エネルギー価格上昇の影響
が懸念されたが、前年同期比の増益率が大きくな
った。AIデータセンター投資の増加で半導体関連
企業が業績を伸ばしたほか、前年4-6月期に米相
互関税の影響があった反動や、米相互関税の還付
金、為替の円安も寄与したとみられる。

•27.3期1Qは好スタート

　TOPIX採用銘柄の27.3期1Q実績は前年同期
比で売上高15％増、営業利益44％増、経常利益
51％増、当期利益63％増。通期会社計画に対す
る経常利益進捗率は33％と順調な滑り出しとな
った。業種別では電気機器、輸送用機器、石油石
炭製品の増益額が大きい。一方で空運など燃料コ
スト増が負担となった業種では減益がみられた。
　個別ではキオクシアHD(285A)の営業利益が
前年同期比28倍と急拡大したほか、アドバンテ
スト(6857)、東京エレクトロン(8035)など半
導体関連企業が利益を伸ばした。ソニー
G(6758)はイメージセンサのほかゲーム、音楽
事業が好調で増益。ホンダ(7267)など自動車株
は前期の米関税の反動も増益要因となった。

•26.12期は1Qに続き2Qも順調

　TOPIX採用銘柄の26.12期上期実績は、前年
同期比で売上高11％増、営業利益35％増、経常
利益52％増、当期利益89％増。通期会社計画に
対する経常利益進捗率は56％となった。業種別
では食料品、電気機器、サービス業の増益額が大
きい。

　個別では、自動車やAIデータセンター向け半導体
販売が好調なルネサス(6723)、海外事業再編を
進める電通G(4324)が最終黒字に転換。ＪＴ
(2914)はたばこ値上げや加熱式たばこの販売拡
大で増益。一方、米住宅事業が低調な住友林業
(1911)は減益。SUMCO(3436)はシリコンウ
エハーの販売が好調だが、新工場の償却費が重く、
最終赤字となった。 (大部)

直近決算集計

中東情勢が懸念されるなかでも増益を維持
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9月IPOは9件を予定

◆東証市場別指数の推移（相対力、プライム指数＝100）
   (24/12/30＝100）

（注）経営統合、持株会社化による上場、東証プロマーケットを除く。
   但し、東証プロマーケットから他市場に上場した場合を含む。

3カ月前の月末より後の新規上場銘柄は初値からの上昇率。
（出所）Bloomberg データより内藤証券作成。

◆過去3カ月間「上昇率上位」（公開後2年以内）
（26/5/29→26/8/25） （％）
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9月の
スケジュール 日米の金融政策スタンスが注目される


